











EU指令を受けて, ドイツでは, ドイツ会計検査局 (Deutsche 	
Rechnungslegung : 以下, DPR
(１)
) が2005年７月１日から資本市場指向企業
(以下, PIE企業) の会計 (Rechnunglegung, 財務報告) を検査 (執行) し
ている｡ この執行は２段階で構成される｡ つまり, 私法に基づいて組織され
た DPRに加えて, 公的資金が提供されている連邦金融監督庁 (Bundesanstalt














内 藤 文 雄
(１) 法務省によるドイツ商法典の翻訳 (http : // www.moj.go.jp / content / 001206509.
pdf) での訳語を参考にした｡















(1) 連邦司法・消費者保護省は, 連邦財務省の了解のもと, 私法に基づいて設立
された会計規定の違反の検査のための組織を契約により承認 (検査局) し, 次
項以下に定める任務を委託することができる｡ ただし, かかる組織を承認する























































(5) 検査局は, 検査の結果を企業に通知する｡ 検査の結果が会計に誤謬がある旨
であった場合, 検査局は, その決定について根拠づけなければならず, かつ,
企業に対して一定の期間を定めて, 検査局の結果に同意するかどうかについて
意見表明する機会を与えなければならない｡
(6) 検査局は, BaFin に対して以下の各号について報告する｡
1.開始しようとする検査の計画
2.検査に協力することについて, 関係する企業の拒否
3.検査の結果, 及び, 場合によっては, 企業が検査結果に同意を表明したか
否かの結果
これに対する法的救済手続は認められない｡
(7) 検査局及びその被用者は, 誠実に, かつ, 偏りなく検査を行わなければなら
ない｡ これらの者は, 検査行為によって生じた損害については, 故意の場合に
のみ責任を負う｡




(9) 検査局は, 欧州監督局 (欧州証券・市場監督局) の設立, No. 716/2009/EC
決議の変更, 及び, 欧州委員会2009/77/EC 決議の廃止に関する, 欧州議会及









い｡ 法に基づく報告義務が課される場合には, 適用されない｡ 検査局の被用者
は, その活動によって知ることとなった, 利用権限のない業務上及び経営上の
秘密を利用することができない｡ 故意又は過失によりこれらの義務に違反した














(3) 公謀法第93条及び第97条は, 第１項第１文に掲げられた者に対しては, その











度の財政計画を BaFin の了解のもとに作成しなければならない｡ 財政計画は,
認可のために連邦司法・消費者保護省及び連邦財務省に提出されなければならな
い｡ BaFin は, 検査局に対して, 検査局において財政計画に基づいて生じると見
込まれる費用について, BaFin に関する法律第17d 条第 l 項第４文により徴収さ
れた割当額 (従量課金される企業の国内証券取引所の売上高を基礎として利用し









(1) 故意又は過失により第342b 条第４項第 l 文に反して検査局に対し不正な若
しくは不完全な回答をし, 又は不正な若しくは不完全な資料を提出した者は,
秩序違反として扱う｡


























の規定では, 商法典の規定により, DPRが設置される場合には, かかる検
査が DPRに命じられるとともに, 被監査会社やその決算書監査人の情報提
供義務が明示されている｡ また, 第108条では, BaFinによる独自の検査が
実施される条件が定められている｡
第107条 会計検査の要求および連邦政府機関の調査権限
(1) 連邦政府機関は, 会計規則違反の具体的な兆候が存在する限り, 決算書の検
査を命じなければならない； その解明に対する公益が明らかに存在しない場
合, 当該命令は行われない｡ 連邦政府機関は, 特別な理由なしに決算書の検査
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される； これを損なうことがなければ, 第108条第１項第２文の場合 (検査




受け取った後に, 会計の検査を命じるので, 連邦政府機関は, 連邦官報におい
て, 第108条第１項第２文第１号に基づく命令と理由を公表できる｡
第２文は, 要約決算書および関連する中間状況報告書ならびに支払報告書お









が任命された場合, 特別検査の対象, 検査報告, または株式法第260条による
特別検査人の最終結果に関する裁判所の決定が届いている限り, 同様に, 検査
は行われない｡
(4) 検査を実施する際, 連邦政府機関は, 検査局だけでなく, 他の施設や人員も
使用できる｡
(5) 第106条の意味における企業, その執行機関の構成員, その従業員ならびに
決算書監査人は, 要求に応じて, 連邦政府機関および職務を遂行する際に連邦








(6) 第５項に従って情報を提供し, 資料を提出する義務を負う者は, 連邦政府機
関の職員またはその委任した者が, 職務の遂行に必要な範囲で, 通常の勤務時
間中に, 土地および事業所に立ち入ることを許可するものとする｡ 第６条第11
項第２文が準用される｡ 住居の不可侵の基本的権利 (基本法第13条) は, この
点で制限される｡
第108条 検査局の承認を行う場合の連邦政府機関の権限
(1) 商法典第342b 条第１項に従って, 検査局が承認された場合, 無作為抽出検








銀行法 (Kreditwesengesetz) 第44条第１項第２文, 資本投資法第14条第２文
または保険監督法第306条第１項第１号に従って検査を実施する場合, または,
検査を実施した場合, および, 同じ対象の検査に関係する場合, いつでも検査
を行うことができる｡

















通知は, 連邦官, および, 地域の枠を超えた証券取引所の強制報告書におい
て, または, 銀行法第53条第１項第１文に基づいて事業を行う企業, 国内にそ























































DPRは, ①会計規定違反についての具体的な根拠がある場合, ② BaFin
の要求がある場合, ③特別な根拠のない場合 (無作為抽出検査法による検査)
の各場合に BaFinの管理下で検査を行い, その結果を BaFinに報告してい
る｡
BaFinは, DPRからの検査結果の報告を受け, ①企業が検査への協力を
拒否している, または, 検査の結果に同意していないことを DPRが BaFin
に対して報告している場合, または, ②DPRの検査結果の妥当性, または,
DPRによる検査の正規の実施に関して重大な疑念がある場合にのみ, BaFin
が独自の検査を行う｡
DPRや BaFinの検査に対して, 被検査会社は, 正確な情報・資料提供を
行う義務があり, これに違反すると処罰される｡ また, 被検査会社の決算書















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































〇2018年度, DPR は合計84件の検査 (前年：99件) を完了した｡ これには, 80
件の無作為抽出検査, ３件の原因指摘による検査, および BaFin の要求に応
じて行われた検査１件が含まれている｡
〇2017年のレビューでは, 次年度の決算書で確認された誤謬がほぼ常に修正され




〇2018年度, DPR は予防措置をさらに強化した｡ 特に注目に値するのは, シュ
マーレンバッハ経営協会の支援を受けて実施されている, インデックス企業の
検査委員会委員長との経験の交換である｡
〇ESMA は, DPR が積極的に関与している ｢欧州執行者調整セッション｣




(５) DPR (2019). なお, 図の番号は, 本稿での図表の通し番号に変更している｡
〇DPR の費用は537万ユーロ (６億4,440万円｡ 120円換算・筆者追加) で, 前年
のレベル (508万ユーロ, ６億960万円) を超えた｡
2 検査2018年度 (３頁)
2.1 検査シーズンの重要な結果
DPRは, 2018年度に合計84件の検査を完了した (前年度99件)｡ 84件中13件で,
誤謬のある会計処理が確定された｡ 誤謬率は前年と同じレベルの15％だった｡ ド
イツの執行対象企業 (いわゆる ｢基礎総数｣) の数は, 前年比でほぼ一定である
(｢図表２｣ 参照)｡





正規化された誤謬率は, 2018年度は, 前年度 (14％) よりも低い12％である
(｢図表３｣ 参照)｡
検査手続の総数 (４頁)
2015年７月１日現在, 基本総数 (PIE 企業数・筆者追加) は686社であったが,
PIE企業に対するドイツ会計検査制度の概要と検査結果分析（内藤文雄)
40
2015 2016 2017 2018 201518
平均
15％ 16％ 15％ 15％ 15％


















2018年７月１日時点で552社となっている (｢図表２｣ 参照)｡ この減少は, 大部
分がインデックスに属していない企業で記録されている｡ 2016年に現地国原則が




拠するために, DPR は, 現在の基本総数に基づき, 年間約70から90の検査手続
を完了しなければならない｡ 過去４年間の平均で完了した検査数も, 2018年度に
完了した検査数も, この範囲内にある (｢図表２｣ 参照)｡
検査の種類ごとに完了した検査の分析 (５頁)
2018年度に完了した検査の内容は次のとおりである｡ 完了した検査84件のうち
80件は, 無作為抽出による検査であった｡ これに加えて, ３件の原因による検査






















2018年度に開始された, 原因または要請に基づく検査の分析 ( 5－6 頁)
2018年度において, DPR の予備検査委員会は, 会計年度末の財務報告に関し
て, ４件の原因に基づく検査を開始した｡ これらの原因に基づく検査の開始は,
３件は DPR に設置された, その主なタスクが経済紙の記事を分析する, メディ
ア委員会の活動によるものである｡ さらに, 進行中の検査手続中に, 検査対象会
社の結合企業の年次財務諸表での誤謬ある会計処理の根拠が確定された｡ さらに,
2018年度に BaFin の要請により４件の検査が開始された｡ これらの検査のうち
の１件は, 誤謬ある会計処理の確定で, 2018年度に完了した｡ 他の１件は, 協力









































終了したインデックス所属の企業の場合, DAX １社, SDAX ３社, TecDAX
２社であった (2018年度９月24日付のドイツ証券取引所の証券取引所インデック
スの改正前の状況)｡
















































て引き起こされた｡ 財務諸表の表示における確定は, とりわけ, 企業買収による
マイナスの差異額の誤った表示に起因していた｡ さらに, 金融商品の分野におけ





誤謬ある会計処理を検査によって確定した後, DPR は, 関係する企業にこの
誤謬の確定に同意するかどうかを尋ねる｡ 企業には, 当該誤謬について確定する
前に, 企業聴取を行う機会が認められている｡ これは, ほとんどのケースに適用























2018年度において, BaFin は, 企業がDPRの誤謬確定に同意しなかったため,
３件の検査を開始した (前年度：検査手続なし)｡ 前年度に起因するこのカテゴ
リの３件のケースは, 2018年度に BaFin によって完了した (前年度：２件)｡ １
件の検査手続 (前年度：２件) では, DPR の結果が確認され, 誤謬の公表が開
始された｡
検査手続で DPR に協力することを拒否する企業は, BaFin による検査の対象
となる｡ BaFin は, 2018年度にこのような検査を２件開始し, このカテゴリーの




終了したことを示している (｢図表８｣ 参照)｡ 手続の82％は過去１年以内に完了






















50％ 73％ 100％ 81％ 76％同意割合
[図表７] 誤謬確認における同意割合の推移
2015 2016 2017 2018 201518平均
2018年度の検査手続の平均期間は８ヶ月であった (前年：7.5か月)｡
2.5 指摘事項の種類と分析 (11－12頁)






メント報告 (５件), IAS 36に基づく減損テストに関する開示 (４件), および,
関連当事者の開示 (２件) などである｡




た｡ 決算書の表示では, 特に, 主要な決算書における財務測定値の表示に関する
３件が特徴的であった｡ 企業の買収/売却/のれんの分野では, 大きな余裕























2018年度においても, DPR は, 公開され利用可能な情報に基づいて, 前年度








れた後, DPR の無作為抽出原則は, TecDAX がインデックス企業の一覧表から
削除され, かつ, 検査サイクルが４年から５年になるように調整されたDAX,
MDAXおよびSDAXのインデックスに関連する場合に限り適用されることとなっ
た｡ これは, その資本市場での重要性が低いため, TecDAX 企業が SDAXに属
さない場合, 比較的短い無作為抽出間隔が不適切であるという事実を考慮したた
めである｡ 他方, (通常は) 同時にDAX, MDAXおよび SDAXのいずれかのイ
ンデックスにリストされている TecDAX 企業が２倍の頻度で検査を受ける可能




る｡ CEINEXは, 上海証券取引所, ドイツ証券取引所, 中国金融先物取引所の合
弁会社である｡ D-Shares (ドイツの ｢D｣) 市場は, 明確な国際的な方向性を持
つ中国の優良企業を対象としている｡ これらの発行者がドイツの規制市場のみに
EU 登録証を持っている場合, 彼らは強制的に DPR 関連の執行母数に分類され
る｡ 24の外国企業 (注 2：ステータス：2018年７月１日時点で執行の対象となっ
ている企業のリスト (出典：BaFin)), 特に米国 (8), スイス (7) およびカナ
リア諸島 (4) がすでにドイツでの執行の対象となっているため, 2018年10月以
甲南経営研究 第60巻第４号 (2020.2)
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降, 中国に定住する企業が, 第二のリストをもって, DPR の母集団として
CEINEXに上場の株式発行者に属している (以前は, 上海に上場するのみ)｡
2.8 DPR による CSR報告の最初の執行 (13－14頁)
欧州企業の社会的責任 (CSR) 指令 (2014/95/EU) の施行にしたがい, 非財
務情報に関する報告の要件は, 2016年12月31日以降に開始する事業年度に初めて
適用されることがドイツ商法 (HGB) に規定された｡ 非財務的なコンツェルン
説明書 (注 3：当該報告義務は, HGB 第289b 条により, 年次決算書と完全に等
しい内容が適用される｡ 読みやすくするために, ここでは ｢非財務コンツェルン
説明書｣ および ｢コンツェルン状況報告書｣ という用語を統一的に使用している｡)
の中で, 企業は, 環境・労働者・社会の利害, 人権の尊重, 汚職と贈収賄との戦
い, ならびに, 最も重要な非財務業績インデックスに関する, 広範な非財務開示
を行っている｡ DPR の検査重点2018 ｢コンツェルン状況報告書とコンツェルン
説明書｣ の範囲内において, CSR 報告の実施に関する最初の調査結果が得られ
た｡
コンツェルン状況報告書に対する DPR の検査基準は, 原則として決算書監査
人のそれに匹敵している (注 4：BT-Drs 18/11450 (決定の推奨と報告), 46頁参




特に, 当2018年度の DPR 検査では, 検査対象企業の約半数が CSR 報告義務


















実施された｡ このケースは, 2018年度においてすでに完了した (2009年度から合
計20件のケースが完了した)｡
さらに, 経済監査会社との年次対話は, 2018年度において, 新たに予防的作業
の対象となった (セクション3.3を参照)｡
これに加えて, 2018年度において, 監査委員会との情報交換が行われた (セク
ション3.4を参照)｡
会計基準の質を改善するために, 基準設定者との交流も DPR の予防手段の一
部に数えられる｡ タイトル ｢ドイツの執行者の観点からの IASB における現在の
議論｣ の下で, DPR は, ｢のれん減損テスト｣ および ｢IASB 主要財務諸表プロ
ジェクト｣ のテーマに関するさまざまなイベントで意見表明を行った｡ この場合,























は, 主要な決算書の構成は IFRS に準拠しつつ, 個々の評価や経営者の見積りと
は独立している必要があると指摘した｡ DPR の見解では, 主要な決算書におけ
る IFRS に準拠しない ｢測度｣ の導入は, (可能な限り) 中立で, 比較可能で検
証可能な財務情報に対する資本市場の信頼にリスクをもたらす｡
結局のところ, 一般的な公表活動 (講演, セミナー, 文献寄稿) は, 2018年度
において, 新たに予防措置の中心となった (セクション3.5を参照)｡
3.2 検査の2019年度重点事項 (16－18頁)
前年度と同様, DPR は, 2018年度の第４四半期に, 翌年度の検査の重点を公
表した｡ これは DPR による無作為抽出検査において適切な意味をもって取り上
げられることになる｡
2018年11月, 次の2019年度の検査重点事項が公表された｡
1.IFRS 15 ｢顧客との契約からの収益｣ の適用に関する選択した観点
2.IFRS 9 ｢金融商品｣ の適用に関する選択した観点








ロッパの検査重点事項は, －詳細に説明されているように－, ESMA のホーム
ページで利用可能である)｡ 検査重点事項の選択は, 第一に, 前年度に初めて義
務的に適用されることになった IFRS 15および IFRS 9 の基準, ならびに, IFRS
16の初度適用の予想される影響に関する報告に合わせている｡
｢コンツェルン状況報告書｣ と ｢セグメント報告｣ の２つの検査重点事項は,
DPR の国内重点事項であり, 特に IFRS 15の検査に加えて選択されている｡ し












・事業セグメントの決定 (IFRS 8.5) および報告義務セグメントの概要 (IFRS
8.118.19) および説明的報告事項 (IFRS 8.22)
・特に代替的パフォーマンス指標を適用する場合のセグメント成果の記載
(IFRS 8.23, IFRS 8.258.27)
・ ｢すべての他のセグメント｣ 範疇の情報と調整表のその他の調整項目との間
の区別 (IFRS 8.16, IFRS 8.28)





めて行われた｡ 意見交換の目的は, 一方では, 具体的な事例に基づいてDPR の




ならびに, そのときどきの経済監査会社の組織構成と組織運営 (Aufbau- und
Ablauforganisation) の現在の動向であった｡
また, 年に一度, IDWの基盤を介して, 資本市場志向の企業を監査している,








シュマーレンバッハ経営経済協会 (Schmalenbach-Gesellschaft für Betriebs-
wirtschaft) の傘下で, 2018年度１月12日にデュッセルドルフで, インデックス






であった｡ その際, 監査委員会委員長は, DPR の観点からみて回避可能な誤謬
に敏感になり, かつ, 両者において将来の執行手続の改善の余地を識別されるこ
とが予定された｡
監査役会と DPR との間において法的な直接的な相互作用は確かにないが, 監
査役会は, 決算書監査人とDPR または BaFin とともに執行の重要な柱を形成し
ている (｢図表11｣ 参照)｡
したがって, 監査役会と DPR は, さまざまな観点から財務報告を監視してい





















ければならない｡ これに対して, DPR は, ある点に限定して, かつ, 決算書作
成後にのみ, 検査を行う｡ 同時に, 監査役会は, その監査において少なくとも
DPR (財務報告および検査報告書) と同じ情報基礎を利用するので, その結果,
DPR が検査手続の最初にコンツェルン決算書における納得のいかないまたは矛
盾したことに基づいて当該企業に宛てた多数の質問が, 原則として, 監査役会に
よって CFO または経済監査士に宛てられうることになる｡ したがって, 監督委
員会が監督機能の実行において, DPR の活動と措置方法もたどって考慮に含め







予防的職分を再び行使した｡ その際, DPR の作業と措置方法および会計特有の
専門テーマを大まかに把握するために, DPR の長, 執行責任者および検査局構
成員はさまざまな基盤 (プラットフォーム) と専門的イベントを利用した｡ ほぼ





また, IAS 36に準拠した減損テストなど, 誤謬が発生しやすい会計分野につい
て, 講演と討議の対象となった｡ さらに, 2018年11月に, －過去数年と同様に－,
検査局の長は, 翌年に予定されたDPR の検査重点事項について, ドイツ株式協
会 (Deutschen Aktieninstitut) の年次会議 ｢財務諸表コントロール｣ で調査報
告を行った｡
このほか, 2018年度において, 2018年度検査重点事項, IAS 36に準拠した減損





4.1 企業報告領域での ESMAワーキンググループ (21－22頁)
欧州での執行をさらに調和させる目的で, 企業報告 (注 6：ESMA, 2018 Work
Programs, 10頁 (2017年９月29日公表)；ESMA, コーポレートレポーティング
常任委員会 (CRSC) 準拠枠, 3 頁 (2018年度３月15日公表)) の領域において,
DPR の代表者が当該2018年度にメンバーであったかメンバーとなった, さまざ
まな ESMAのワーキンググループが存在する｡ (｢図表12｣ 参照)｡
これには, 2018年度に欧州協力の中心的要素を形成した ｢欧州執行者調整セッ
ション (EECS)｣ におけるDPRの積極的なメンバーシップが含まれる｡
EECS では, 国境を越えて意味のある IFRS の適用事例に関する, 恒久的で,
たとえば当該年度に９回実施された国内執行機関ならびに ESMAのディスカッ
ションプラットフォームが重要である｡ 2018年度, DPR は, ｢新たな問題｣ とし
ての進行中の手続 (すなわち, 国内執行手続の決定の前) または具体的な検査手
続から既に行われた決定のいずれかから実情を EECS 会議に提供した｡ EECS 会
議で議論された国内執行機関の決定のうち選択されたものが, いわゆる抜粋で入
手可能なように ESMAによって公表された｡ 2007年度以来, 法律上の理由でド
イツからの事例は含まれていないが, 国内執行者による合計245の決定が22の抜
粋で公表されている｡ EECS 会議への参加に加えて, DPRの代表者は, EECS の
サブワーキンググループを代表していた, または, している｡ これらには, その
















度から存在する ｢米国 GAAP に関する EECS 部会｣, ならびに, DPR の代表者
によって調整される, ｢IAS 12所得税に関する EECS 部会｣ が属している｡ さら
に, DPR のメンバーは, ｢IFRS 15顧客との契約からの収益｣ ワーキンググルー
プの国内執行機関の他の代表者と, この新しい収益認識基準に関する初度適用問
題について意見交換した｡
また, 2018年度において, DPR のメンバーの一人が同様に代表である, 非財
務情報および代替的パフォーマンス指標の分野で, 密接に関連性があり, 効率的
かつ効果的な監督実践を創設するために, 長期間の固定的な ｢記述的報告ワーキ
ンググループ｣ が設立された｡ 本年度において, 非財務報告の実行化の最初の経
験がさまざまな加盟国で共有された｡ 公衆と政治, 特に EU委員会, の注意が非




2017年度の ESMA ピアレビューの結果に照らして, 財務情報の監督に関する
2014年度に由来する ESMAガイドラインを部分的に改訂された｡ ｢金融機関タス
クフォース｣ ワーキンググループの対象は, 新しく適用されるべき会計基準
IFRS 9 ｢金融商品｣, および, 執行過程にある IFRS 17 ｢保険契約｣ の適用問題








ができる｡)｡ 2019年１月９日から, スウェーデンの BaFin ｢金融検査｣ は, 執行
手続の実行を私法組織の ｢Nämndenförsvensk redovisningstillsyn｣ に委任する

























れた会計上の誤謬は, 些末なものではなく, 重要なものであり, しかも,
被検査会社の81％が当該誤謬の存在に同意している｡ それだけに, 誤謬確








環として実施されていることは注目に値する (｢図表10｣ 参照)｡ また, 検
査で確定した誤謬だけでなく, それに加えて指摘した点を含めて, 被検査
会社が後日に訂正を進めているかどうかも DPRは監視している｡
● ｢図表11｣ に示された通り, 会計の信頼性に関する執行が, 決算書監査人,






算書・状況報告書の重要な誤謬は, 決算書監査人, 監査役会, および,
DPR・BaFinによる各監査・検査によって発見し, これを是正する仕組み
ができていると理解される｡
III2 DPR 会計検査手法と BaFin による検査結果の公表
以上では, DPRによる会計検査制度の全体的な構図を確認したが, DPR















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































DPRは, 検査の導入時に, 決算書監査人の監査報告書 (監査役会向けの




























(６) DPR (2018), S. 3.






は, その調査に当たり, DPRまたは BaFinからの情報提供を基にしている｡
このことは, ｢図表14｣ のような連関を推測させ, APASが公表したケース











連邦公報で ｢会計・財務報告｣ の分野で公表されている誤謬ケースは, ①
会社名と所在地都市名, ②公表該当年度, ③公表日である｡
また, 公表にあたっては, 次の３区分が②の表記から読み取れる (数字は
PIE企業に対するドイツ会計検査制度の概要と検査結果分析（内藤文雄)
60
(８) APASが PIEの企業の決算書監査人に対する検査等を行うが, それには３つの
ケースがある (Vgl. APAS (20172))｡ これらのうち, (c) には DPRや BaFinから
の通知が含まれる｡










(ii) は, PIE企業であり, 株式会社13件, 銀行３件である｡ (i) は PIE以





































(全文) は入手不可｣ と表記され, 会計上の誤謬の具体的な内容は不明であ
る｡
そこで, 次に, DPRまたは BaFinから APASへ通知された誤謬で, APAS





｢図表16｣ から APASによる特別調査の情報源として, DPRまたは BaFin
からの通知によるものが2017年度に25件, 2018年度に34件あったことが示さ
れている｡















2011 9 2 1 12
2012 2 5 7
2013 1 1 2
2014 1 1 2
2015 1 1 2




合計 20 16 1 37
適正意見が表明されていた場合であって, 会計検査で会計上の誤謬が確認・
確定された場合には, 決算書監査における不備の可能性が生じる｡ このため,

















新調査 (件) 2018 2017
原因独立的な検査から判明したもの 56 49.6％ 25 43.1％
DPR / BaFinからの通知によるもの 34 30.1％ 25 43.1％
異議申立によるもの 8 7.1％ 1 1.7％
市場観察によるもの 8 7.1％ 4 6.9％
その他 7 6.2％ 3 5.2％
合計 113 100.0％ 58 100.0％
(10) WPO 69, “Bekanntmachung von 	, 
				 und





(11) APAS (20181) und APAS (20192). 2018年度７事例, 2019年度 (2019年12月













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































, ②処分対象者 (自然人 or法人｡ 個人名は非公
表), ③監査契約対象 (例えば, IFRS連結財務諸表の監査), ④違反内容の
種類, ⑤違反の具体的内容, ⑥公表日, 以上６項目である｡
27事例中, 会計上の誤謬に対して指摘を行わなかったことを決算書監査人
の違反内容とする事例が23件 (2018年度６件/全７件, 2019年度17件/全20





不明である｡ しかし, DPRまたは BaFinからの通知による事例が部分的に
せよ含まれているとみることができる｡
決算書監査において誤謬が見逃された23件の具体的な会計上の誤謬の内容






(12) 処分内容の ｢譴責｣ の原語は, である｡ Duden社の WEB辞書には ｢よ
り深刻な機会に深刻な形で提起された批判｣(https://www.duden.de/rechtschreibung/

















PIE企業に関する DPRと BaFinによる会計検査での誤謬の状況を, PIE
以外の企業における会計上の誤謬の状況と比較するため, PIE以外の企業の
決算書監査人による監査に関して, WPKが WEB上で公表した, 決算書監
査人に対する職業監督上の措置の処分事例との比較を行う｡
なお, かかる公表は, 決算書監査人監督法第69条によるもので, APASに
よる公表と同じく, 2016年６月17日以降の取り消すことができないかまたは







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































上記で整理した, APASの27事例 (PIE企業) と WPKの88事例 (PIE以
















では公表されていないため, 決算書監査と DPRまたは BaFinの会計検査で




以上の通り, ドイツにおいて, 少なくとも, PIE企業については, 決算書




本稿では, ドイツにおける PIE企業の財務報告 (年度決算書・コンツェ
ルン決算書) および非財務報告 (状況報告書・コンツェルン状況報告書) の
信頼性を確保する制度的な枠組みとその実態を探ってきた｡ その要点をまと
めておきたい｡
(1) ドイツでは, EU指令の改正により, PIE企業の財務報告および非財務
報告に対して, 2005年７月以降, 政府が設置した私法に基づく DPRと
その監督も行う BaFinとによる会計検査が実施されている｡
(2) これに加えて, EU規則の設定により, 2016年６月からは, PIE企業の
決算書監査について, 政府内に APASが設置され, 決算書監査人による
監督が公的規制により実施されている｡
(3) (1) による会計検査の結果, 確定した被検査会社の財務報告または非
財務報告における会計上の誤謬は, APASに通知され, 当該会社の決算
書監査についての特別調査が実施され, 決算書監査の質が検証される｡
(4) このように, PIE企業の財務報告および非財務報告の信頼性 (会計基
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